
令和７年度 北海道開発局関係補正予算について

１ 令和７年度補正予算については、「「強い経済」を実現する総合経済対策 ～日本と
日本人の底力で不安を希望に変える～」（令和７年11月21日閣議決定）及び「第１次国
土強靱化実施中期計画」（令和７年６月６日閣議決定）に基づき、「生活の安全保障・
物価高への対応」及び「危機管理投資・成長投資による強い経済の実現」のために必
要な経費が計上されました。
（事例等については、Ｐ５以降を参照）

○令和７年度北海道開発局関係補正予算
うち一括配分

直 轄 事 業 ９１３億円 （１８９億円）
補 助 事 業 １，５３６億円 （ ６億円）

計 ２，４４９億円 （１９５億円）

（１）生活の安全保障・物価高への対応

・生産性向上に資する道路ネットワークの整備等

・ＤＸによる業務効率化の推進

・道路交通環境や無電柱化の整備の推進

・生産性向上や民間投資の誘発等に資する港湾機能の強化

・女性用トイレの利用環境の改善やジェンダー主流化の取組の推進

・北海道等と調整し、人の生活圏におけるクマの出没を抑制するため、河川の樹木伐採

等を実施 等

（２）危機管理投資・成長投資による強い経済の実現

・農地の集積・集約化や、スマート農業技術の導入による生産性向上を図るため、農地

の大区画化等の整備により、農業の構造転換を推進

・高収益作物の生産拡大に向けた農地整備、畜産クラスターを後押しする草地整備、水

産物の輸出拡大に向けた漁港の整備等により、農業・水産業の生産基盤を維持・強化

・道路照明のＬＥＤ化等による道路施設の省エネ・再エネの活用

・気候変動に対応する流域治水の推進

・浄水場や下水処理場等の耐震化及び避難所などの重要施設に接続する管路施設の一体

的な耐震化等

・国土強靱化に資する道路ネットワークの整備・機能強化に関する対策

・河川に隣接する道路構造物等の流失防止対策、法面・盛土対策、無電柱化、道路橋梁

の耐震機能強化等、市街地の道路地下構造物の浸水・冠水対策の推進等を実施

・激甚化・頻発化する風水害や切迫する地震災害等に対応するため、港湾及び漁港施設

の耐震化、高潮・高波対策等
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・河川・ダム、道路、港湾・漁港、海岸、公園、農業水利施設等の重要インフラについ

て、早期に対策が必要な施設の修繕等を集中的に実施

・デジタル技術の活用によるインフラの整備・管理等の高度化・効率化

・被害状況把握の高度化に必要となる資機材整備、防災拠点の整備などにより災害対応

力を強化

・防災・減災、国土強靱化を推進するため、地方公共団体の取組について重点的な支援

を実施 等

２ 積雪寒冷地域などの地域の実情に応じた公共事業の発注措置として、いわゆるゼロ
国債（当該年度の支出はゼロであるが、年度内に契約発注が可能）により、効率的な
執行を促進。

○国庫債務負担行為（ゼロ国債）
うち一括配分

直 轄 事 業 ２５６億円 （ ５２億円）

補 助 事 業 ３６億円 （ ー ）
計 ２９２億円 （ ５２億円）
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【 直　　轄 】 （単位：百万円）

治 水 19,515 4,532
海 岸 253 0
道 路 34,371 13,621
港 湾 整 備 4,018 297
国 営 公 園 等 161 0
農 業 農 村 整 備 26,893 0
水 産 基 盤 整 備 5,680 0
官 庁 営 繕 422 422

合　　計 91,313 18,872
注 １．計数整理の結果、異動を生じることがある。

２．四捨五入の関係で合計と内訳が一致しない場合がある。

【 補　　助 】 （単位：百万円）

治 水 21,376 0
海 岸 1,358 0
道 路 11,428 0
港 湾 整 備 39 0
住 宅 対 策 596 596
市 街 地 整 備 583 0
上 下 水 道 20 20
下 水 道 1,549 0
農 業 農 村 整 備 54,237 0
水 産 基 盤 整 備 16,468 0
社 会 資 本 総 合 整 備 45,917 0
　　社会資本整備総合交付金 4,557 0
　　防 災・安 全 交 付 金 41,360 0

合　　計 153,571 616
注 １．計数整理の結果、異動を生じることがある。

２．四捨五入の関係で合計と内訳が一致しない場合がある。

令和７年度　北海道開発局関係補正予算（事業費）

事　　　　　項
補　正　追　加　額

備　　　考
一括配分額

事　　　　　項
補　正　追　加　額

備　　　考
一括配分額
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【 直　　轄 】 （単位：百万円）

治 水 2,104 304

道 路 9,250 3,750

港 湾 整 備 5,397 1,107

空 港 整 備 869 0

農 業 農 村 整 備 7,177 0

水 産 基 盤 整 備 803 0

合　　計 25,600 5,161
注 １．計数整理の結果、異動を生じることがある。

２．四捨五入の関係で合計と内訳が一致しない場合がある。

【 補　　助 】 （単位：百万円）

農 業 農 村 整 備 1,014 0

水 産 基 盤 整 備 2,586 0

合　　計 3,600 0
注 １．計数整理の結果、異動を生じることがある。

２．四捨五入の関係で合計と内訳が一致しない場合がある。

事　　　　　項
ゼ　ロ　国　債

備　　　考
一括配分額

令和７年度　北海道開発局関係補正予算（事業費・ゼロ国債）

事　　　　　項
ゼ　ロ　国　債

備　　　考
一括配分額
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治水事業

○危機管理投資・成長投資による強い経済の実現

○気候変動に対応する流域治水の推進
気候変動の影響による災害の激甚化・頻発化に対応するため、あらゆる関係者が協働して

取り組む「流域治水」等の考え方に基づき、ハード・ソフト一体となった事前防災対策を加
速させます。

【河川改修】
○洪水氾濫等に対応した河道掘削等を実施。

河道掘削

河道掘削のイメージ
樹木伐採・河道掘削

【河川維持修繕】
○予防保全型インフラメンテナンスへの転換を図
るため、早期に対策が必要な施設の修繕等を集
中的に実施。

排水機場の老朽化例施設の修繕

主ポンプ（羽根車）
の経年劣化

【ダム事業】
○ダム下流域の治水安全度の向上を図るため、
本体工事等を実施。

本体工事

三笠ぽんべつダム本体工事状況

【砂防事業】
○土砂・洪水氾濫対策等として砂防施設の整備
を実施。

砂防堰堤工

砂防堰堤工のイメージ

透過型砂防堰堤を設けた場合、
平常時は水と土砂は下流へ流れ
ます。

大雨による洪水発生時、土砂等
は砂防堰堤で捕捉します。

砂防堰堤工
河道掘削のイメージ
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海岸事業

【海岸保全施設整備による事前防災対策の推進】

○北吉原市街地や主要交通網（国道36号、JR室蘭本線）等への高波による浸水・越波を防
止するため、人工リーフの整備を実施。

護岸の越波状況

国道36号を襲う越波緩傾斜護岸施工箇所は越波が抑制されている

緩傾斜護岸

白老町

苫小牧市

全体平面図

胆振海岸

北海道

人工リーフ（北吉原工区）

整備済

（緊急避難施設）

人工リーフ（北吉原工区）の整備予定箇所

北吉原駅

国道36号

JR室蘭本線 至 苫小牧至 室蘭 北吉原市街地

（緊急避難施設）家屋連単地区

人工リーフ

日本製紙株式会社 白老工場

○危機管理投資・成長投資による強い経済の実現

○気候変動に対応する流域治水の推進
気候変動の影響による災害の激甚化・頻発化に対応するため、あらゆる関係者が協働して

取り組む「流域治水」等の考え方に基づき、ハード・ソフト一体となった事前防災対策を加
速させます。
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道路事業

※上記写真は全道における代表的な事例を紹介しています。

○生活の安全保障・物価高への対応
・生産性向上に資する道路ネットワークの整備等
空港・港湾など広域交通拠点へのアクセス道路等の整備により、地域を支える産
業等の生産性向上に貢献し、日本経済の成長を着実に推進します。

・道路交通環境等の整備推進
通学路の合同点検結果等を踏まえ、ソフト対策の強化と一体となった通学路にお
ける交通安全対策等を引き続き推進します。 等

○危機管理投資・成長投資による強い経済の実現
・国土強靱化に資する道路ネットワークの整備・機能強化に関する対策
災害に強い国土幹線道路ネットワークの機能を確保するため、高規格道路の未整
備区間の整備、高規格道路と代替機能を発揮する直轄国道とのダブルネットワー
クの強化等を実施します。

・道路の重要インフラに係る老朽化対策
舗装や橋梁等のインフラ老朽化に起因する重大な事故を防ぎ、道路の重要インフ
ラについて、早期に対策が必要な施設の修繕等を集中的に実施します。

・インフラ、交通、物流等の分野におけるＧＸの推進等
脱炭素化の強化を図るためＥＶ充電の案内サイン設置等による道路施設の省エ
ネ・再エネの活用に係る取組等を実施します。 等

整備イメージ

〈GXの推進〉〈道路等の重要インフラに係る老朽化対策 〉

〈生産性向上に資する道路ネットワークの整備〉 〈国土強靱化に資する道路ネットワークの整備〉

大樹町至帯広市（十勝地域）

至広尾町（十勝港）

遠軽町

至江差町

至小樽市
事業中
通行止区間

至旭川市

至遠軽町

舗装修繕

乙部町

拡大

EV充電の案内サイン設置
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港湾整備事業

○生活の安全保障・物価高への対応

生産性向上や民間投資の誘発等に資する港湾機能の強化
・地域の基幹産業の物流効率化や民間投資の誘発等の地域活性化に資する港湾施設の整
備を実施します。

防波堤の高潮・高波対策耐震強化岸壁の整備

岸壁
（水深9m）（耐震）
（270m）

港湾施設用地
（2.3ha）

ふ頭用地
（1.9ha）

苫小牧港東港区

【対策前】

防波堤嵩上げ

防波堤からの越波

【対策後】

災害支援車両の輸送

はまあつま

浜厚真地区

緊急支援物資の輸送

○危機管理投資・成長投資による強い経済の実現

交通ネットワークの耐災害性の強化
・気候変動の影響により激甚化・頻発化する風水害や切迫する地震災害等に対応するた
め、港湾施設の耐震化、高潮・高波対策等を実施します。

重要インフラに係る老朽化対策
・予防保全型インフラメンテナンスへの転換を図るため、港湾の重要インフラに係る老
朽化対策を実施します。

網走港

泊地（水深9m）
（1.4ha）

航路
（水深6m）

岸壁
（水深5m～6m）

防波堤（西外）

防波堤整備により航路埋塞を抑制

新幹線札幌駅建設イメージ
出典：JRTT

天塩港
北海道ボールパークFビレッジの整備

札幌圏等へ砂の安定供給を実現

地域の基幹産業の物流効率化
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「総合的なＴＰＰ等関連政策大綱」に基づく
施策の実施

農業農村整備事業

農地の集積・集約化や、スマート農業技術の導入による生産性向上を図るため、農地
の大区画化等の整備を推進します。

高収益作物の生産拡大に向けた農地整備、畜産クラスターを後押しする草地整備等
により農業生産基盤を維持・強化します。
防災・減災、国土強靱化を図るため、農業水利施設の整備を推進します。

○水田の汎用化・畑地化、
畑地の高機能化等の推進

排水改良等による水田の汎用化・
畑地化、区画拡大や畑地かんがい施
設の整備による畑地の高機能化等の
基盤整備を推進。

○畜産クラスターを後押し
する草地整備の推進

飼料作物の収量の増加、生産コス
トの削減に資するため、大型機械化
体系に対応した草地の大区画化等の
基盤整備を推進。

区画拡大された農地での収穫 大型機械化体系に対応した草地整備

防災・減災、国土強靱化の推進

気候変動に伴い激甚化・頻発化する気象災害等に対応するため、第１次国土強靱化実施中期計画に基づき、農業
水利施設等の安定的な機能の発揮、老朽化対策及び防災・減災対策を推進。

農業用排水路の整備による地域の排水機能強化

食料安全保障の強化の
ための重点対策

○農業の構造転換を推進

農地の集積、集約化やスマート農
業技術の導入の加速化による生産性
向上を図るため、農地の大区画化等
を推進。

整備前 整備後

スマート農業に適した大区画を創出

○危機管理投資・成長投資による強い経済の実現

農業用水路の整備による安定的な配水機能の発揮

整備後

大区画〔標準2.3ha〕

2.3ha

高収益作物の導入
（例：はくさい）
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水産基盤整備事業

○危機管理投資・成長投資による強い経済の実現

防波堤等の拡幅や嵩上げによる越波対策

嵩上げ済

（越波を抑制）

未改良

（越波あり）

プレキャスト型枠を活用した長寿命化対策

拠点漁港における屋根付き岸壁の整備 異物混入防止など衛生管理施設の整備

・漁港施設の耐震・耐浪・長寿命化対策
切迫する地震・津波等の自然災害や激甚化・頻発化する台風・低気圧災害による
被害を未然に防止するため、岸壁の耐震化対策、防波堤等の耐浪化対策、漁港
施設の長寿命化対策等を実施します。

・水産物の輸出拡大に向けた漁港の整備
水産物の輸出拡大を図るため、大規模な流通・生産拠点における集出荷機能の
強化や養殖水産物の生産機能の強化等に係る基盤整備を実施します。
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官庁営繕事業

大規模災害が生じた際における災害応急対策活動への支障のお
それを解消するとともに、来訪者等の安全を確保するため、官庁
施設の危険箇所の解消等を実施します。

本庁舎は、津波により浸水するおそれのある地域に所在する災害応急対策活動の拠点で
あることから、災害応急対策活動の継続に必要な機能を確保するため老朽化した設備の更
新や浸水対策を行い、防災拠点としての機能維持を図ります。

○災害時における庁舎機能の確保、防災体制の維持

■根室港湾合同庁舎
RC造3階、延面積1,895㎡

老朽化した空気調和設備の更新

■稚内地方合同庁舎
RC造7階地下1階、延面積9,211㎡

本庁舎は、災害応急対策活動の拠点であるが、設備機器の老朽化により漏水等の不具合
が発生していることから改修により機能を確保し、防災拠点としての機能維持を図ります。

老朽化した受変電設備の更新
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（参考）北海道開発計画調査

日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震等の大規模災害に対する地域防災力、対
応力を向上させることを目的として、積雪寒冷地等の北海道の地域特性を踏まえ、
特に災害弱者（高齢者、障がい者）を含む地域住民に加え、外国人等の観光客も
含めた津波避難訓練、防災教育方法について、調査・検討を実施します。

【積雪寒冷地における安全・安心な地域社会形成に関する調査】

（防災訓練、教育等現状の課題調査）
・大規模災害時の避難率が低いため、避難率の低い理由として推測される、災害弱者のあきらめ、外国人
など来訪者への周知不足等を調査により明確にします。

・明確にした課題に対して避難率を向上させるため、有効な訓練・教育を検討し自治体に提案します。

【ICT機器を活用した防災教育、訓練のイメージ】

音声機能付きドローン
による避難誘導

検討例

避難してください

ＩＣＴ機器（ＶＲゴーグル）
を活用した訓練のイメージ

市町村、北海道

関係機関
（国・自衛隊等）

・避難訓練
・避難所設営訓練
・防災教育

・避難訓練
・防災訓練
・災害復旧訓練
・防災教育

現状の防災訓練、教育等

・各機関の防災訓練、教育
等の情報収集
・積雪寒冷地域の特性や高
齢者等災害弱者を踏まえた
訓練・教育の検討
・各機関との連携による迅
速かつ効率的な避難活動
の検討

現状調査・検討

・合同避難訓練
・防災訓練
・災害復旧訓練
・避難所設営訓練
・防災教育

各関係機関が連携した防
災訓練、教育体制の構築
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